
「供託」とは何ですか？１

供託とは、金銭や有価証券などを国の機関である供託所に提出し
て、その管理を委ね、最終的には供託所がその財産をある人に取得
させることによって、一定の法律上の目的を達成しようとするため
に設けられている制度です。

ただし、供託が認められるのは、民法や民事執行法などの法令に
よって、義務付けられていたり、許容されている場合に限られてい
ます。

供託の種類にはどのようなものがありますか？２

供託は、その原因により大まかに分類すると、次の５つがありま
す。

① 弁済のためにする …地代や家賃の受領拒否等「弁済供託」
② 担保のためにする …裁判上の保証、営業上「担保保証供託」
の保証等

③ 強制執行のためにする供託 …従業員の給与に対「執行供託」
する強制執行等

④ 没取のための …選挙の立候補の濫用防止「没取供託」
「保管供託」⑤ 保管のためにする

それでは、実際、どのような場面で『供託』が利用されているので
しょうか？
一般のお客様が利用されることの多い、「弁済供託」と「執行供託」
の概要と主な事例を見てみましょう。



＜弁済供託＞

［弁済供託の概要］

［参考事例］

－大家さんが家賃を受け取ってくれない！－
～弁済供託

私は 家賃月額３万円のアパートを借りて生活していますが 大家さんが問 、 、
近頃の物価高を理由に 現在の２倍弱にあたる５万円の家賃を請求してきま、
した どうやら大家さんは 私を追い出し アパートを壊して 敷地を早く。 、 、 、
売りたいようです。

現在の家賃は 近所の同じようなアパートと比較しても 特別安くはあり、 、
ませんので、支払日に今までどおり３万円を大家さんに持って行ったところ、
５万円でなければ受け取らないと言われました おそらく 来月以降も受け。 、
取らないと思われます。

まだ契約期間も残っていますし、引っ越すお金もないため、このままでは、
今月分 さらには来月分以降も 家賃を支払わないまま住み続けることにな、 、
ってしまいます。どのようにすればよいでしょうか。

家賃の増額請求があり 当事者間で協議が調わないときは 借主は 増額答 、 、 、
を正当とする裁判が確定するまでは 「相当と認める家賃」を支払えばよい、
借地借家法32-2 とされています もし 支払日に家主が賃料を受け取ら（ ） 。 、

ない場合は 「相当と認める家賃」を、紛争が解決するまで『供託』し、解、
決後に清算することができます。なお 「相当と認める家賃」は、現在の家、
賃以上の額でなければなりません 例えば ３万円の増額請求に対して 供（ ， ，
託者(借主）が相当と考える１万円を加算して４万円を供託する等。なお，
現在の家賃の額(３万円）でもよい 。）

この場合の参考記載例は、次頁のようになります。



【通常の場合】

【増額請求に対してする相当賃料の場合】



＜執行供託＞

［執行供託の概要］

［参考事例］

－裁判所から債権差押命令が相次いで会社に送達された！－
～執行供託

私は会社で経理を担当していますが、この度、当会社の従業員を「債務問
者 、当会社を「第三債務者」として、従業員の給与等を差し押さえる内容」
の「債権差押命令」が相次いで送達されました。このようなことは初めてで、
どのように対処したらよいのか 全く分かりません 裁判所からの連絡文書、 。
に 供託 するようにと書いてありましたが どのようにすればよいでしょ『 』 、
うか。

、答 従業員がクレジット会社等から金銭を借りたが、多重債務に陥ったため
、その返済ができないとき等、従業員が勤務先から支給される給与や賞与が

クレジット会社等に差し押さえられることがあります この場合のクレジッ。
ト会社等を (差押)債権者 従業員を (差押)債務者 給与等を支給して「 」、 「 」、
いる会社を「第三債務者」といいます。

第三債務者は 同じ従業員の給与に対して 差押命令が重複して送達され、 、
た場合 通常 供託義務 が発生し(民事執行法156-2 給与等から差押禁、 、「 」 ）、
止額を控除した金銭を供託し 第三債務者としての債務を免れなければなり、
ません。

供託する金額は 債務者の生活を考慮して 給与等から税金や社会保険料、 、
等の法定控除額を除いた額の４分の１（４分の３が差押禁止額）です(ただ
し，例外あり 。）

この場合の参考記載例は、次頁のようになります。



【差押えが競合した場合】



上記はあくまでも参考事例です。弁済供託，執行供託及びその他の※
供託についての詳細につきましては，お気軽に下記連絡先までお問い
合わせください。


